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研究成果の概要（和文）：　本研究は、助産師が助産という法的業務に加えて、虐待予防に関わるためにどのような専
門性を磨く必要があるかを検討したものである。修正プログラムによる研修効果は認められたが、更なる専門性として
、ハイリスク要因を持つ親への気づき、養護力のない親への支援とアセスメント、関係機関への情報提供と連携、社会
的養護、社会資源活用が求められた。
　今後は臨床的課題に加えて新規領域の事業内容理解と連携強化が必要がある。さらに、研修の長期効果を図るための
取り組みが今後の課題である。

研究成果の概要（英文）：This study examined what kind of specialties midwives should improve to prevent ch
ild abuse in addition to their primary service of midwifery. It showed the effectiveness of the training b
y the revised educational program and the necessity of further specialties; awareness of the parent with h
igh risk factors, assessment and support for the parent with low parenting ability, offering information a
nd working with other related agencies, social childcare, effective use of social resources.
It will be necessary to understand service contents in the new fields and to strengthen the cooperation as
 well as clinical issues. The future challenge is the effort to make the training effective in the long te
rm.
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１．研究開始当初の背景 
子どもが虐待で死亡する悲惨な事件が、後

を絶たない。児童虐待防止法が施行されて 13

年が経過した。国や地方の自治体等は虐待の

「予防、早期発見・早期対応、虐待を受けた

子どもの保護・自立に向けた支援」に力を入

れてきたはずだが、相談対応件数は増加の一

途である。先般発表された「子ども虐待によ

る死亡事例等の検証結果等について（第 9次

報告）1）では、死亡した子どもの年齢では、0

歳児が 4割強を占めていた。 

実母の妊娠期・周産期の問題では、これま

で同様に「望まない妊娠」「妊婦健診未受診」

「母子健康手帳未発行」が多く見られる。死

亡事例の検証は、英国とは異なり日本におい

ては開始されてまだ 10 年ほどである。しか

し、周産期と子ども虐待の関連が浮き彫りに

なったことにより今後の予防に向けた取り

組みについては方向性が一部明らかになっ

たと言える。 

一方、生殖医療の進展に伴う多胎・早産の

増加、低出生体重児の出生、帝王切開率の増

加など虐待のハイリスク要因が増加傾向に

ある。早期からの子育て支援の充実が叫ばれ

ているが、まだ産後の対応が主であり、妊娠

期や周産期への対応、特に産科医療機関看護

職の認識はまだ大きく乖離している。 

このような背景から、周産期に関わる看護

職が子ども虐待予防の支援に関わる必要性

ならびに予防的な助産活動への期待が大き

くなってきた。しかし、助産師が妊娠期から

子ども虐待予防の観点から関わっていく場

合、助産師本来の法的業務に加えて、更なる

専門性として、有効で効率的な活動のために

何をどこまで押さえておけばよいのか、その

標準は明確にはなっていない。 
 
２．研究の目的 
本研究では、研究代表者がこれまでの研究

を通して作成した、子ども虐待予防のための

看護職教育プログラム試案が現任教育とし

てサブスペシャリティを育てるものとなっ

ているかを評価することを目的としている。

このことにより、助産という専門性に加え、

子ども虐待予防における助産師職としての

更なる専門性のスキルアップを図る現任教

育の標準化に貢献することを目指すもので

ある。 

 
３．研究の方法 
１） 研究の概要 

 日本子ども虐待防止学会で分科会の開催

と医療機関等で働く看護職の子ども虐待に

関する研修・連携に関する調査を実施した。 

（１）日本子ども虐待防止学会 第 18 回学

術集会 高知りょうま大会 分科会の開催 

（２）医療機関等で働く看護職の子ども虐待

に関する研修・連携に関する調査 

①Ａ県内自治体の子ども虐待防止担当者

への調査 

②周産期からの子ども虐待予防推進のた

めの助産師対象現任教育修正プログラムの

評価 

２） 研究期間  

平成 23 年 6月～平成 26 年 3月 

３） 研究における倫理的配慮 

調査に関しては、ヘルシンキ宣言に基づく

倫理的原則および観察研究に関する倫理指

針に従い、研究計画書を遵守して帝京大学倫

理審査委員会の承認を受け実施した。（帝倫

13-210 号） 

（１）個人情報の保護 

・資料:参加者名簿は代表者のみが管理保

管し、質問紙への回答は無記名とする。 

・情報入力は、業務用のネットと連結して

いないノートパソコンを使用する。 

・資料は平田研究室の施錠可能なキャビネ 

ットに保管した。 

＜保管期間＞  

① アンケート調査：調査表回収日～平成

26 年 3月 31 日 



② 研修会参加者情報：参加者募集開始日

～平成 26年 3月 31 日 

（２）インフォームド・コンセント 

①Ａ県内自治体の子ども虐待防止担当者

への調査 

Ａ県内自治体の保健師職等を対象とす 

るため、まず福岡県国民保険団体連合会 

の保健師に説明し、趣旨の理解と協力を 

求めた。 

②周産期からの子ども虐待予防推進のた

めの助産師対象現任教育研修会受講及びア

ンケート調査 
 
４．研究成果 

１） 本子ども虐待防止学会 第 18 回学

術集会 高知りょうま大会、分科会 

  テーマ：周産期に関わる看護職の子ども

虐待予防のためのサブスペシャリティ 

   ― 子ども虐待予防のための産科医

療機関における看護職の人材育成と現

任教育 ― 

期間・日時：2012 年 12 月 8 日 14：45

～16：45 

場所：高知県大学（池キャンパス：本部・

健康栄養学部棟 Ａ319） 

 企画者：平田 伸子（研究代表者） 

司 会：松本 八千穂（福岡市城南保健福

祉センター助産師） 

 発表者：松崎 佳子（九州大学大学院人間 

環境学研究院教授） 

  安部 計彦（西南学院大学教授）/ 

平田 伸子（研究代表者）が交代 

鈴宮 寛子（島根県健康福祉部障が

い福祉課 医療企画監） 

  斉藤 益子（東邦大学医学部教授） 

 

（１）分科会の趣旨 

 子ども虐待死亡事例の分析では未婚、若年

妊娠など望まない妊娠による出生当日に死亡

に至る割合が極めて高い。一方、生殖医療の

進展に伴う多胎・早産、低出生体重児の出生、

さらには高齢妊娠、合併症を伴う妊娠これら

に連動する帝王切開など虐待のハイリスク要

因が増加傾向にある。このような妊娠・出産

の背景から周産期医療に関わる支援のあり方

が重要視されている。産科医療においてはハ

イリスク者のスクリーニング法の導入は浸透

し、地域との連携が図られるようにはなって

きたが、妊娠期のケアや出産後の指導法、フ

ォローなど、虐待予防の観点から見るとあま

り変化したとはいえない。殆どの出産が産科

施設で行われる今日、安全な出産支援を基盤

にして虐待予防に看護職が関わっていく場合

の現任教育に求められるものを多角的に検討

した。 

（２）発表内容 

松崎 佳子：社会的養護の位置から産科医療

現場に必要とされる教育 

安部 計彦：虐待死亡事例の分析に関わって

周産期に関わる看護職に求めるもの（誌上） 

鈴宮 寛子：行政の立場から助産学講義を担

当して 

斉藤 益子：看護職教育の場で考える周産期

の虐待予防 

平田 伸子：子ども虐待による死亡事例等自

治体での検証委員会に関わって 

これらの発表をもとに、これからの産科医

療に携わる看護職に求められる介入の視点、

希薄になっている領域が何かを知り、子ども

虐待予防のための現任教育のあり方について

議論した。 

 助産師の業務の中核となる分娩への関わ

り、特に心理社会的関わりについて、そのケ

ースの背景を十分にアセスメントする力の

重要性が改めて共通に認識された。母親にな

るスタートラインとしては、「親性を育む」

支援をすることが極めて重要である。助産師

の中では経験的に語られてきていることで

あるが、それはどのような支援なのか。それ

を客観的に証明するにはまだ時間を要する

かもしれないが、虐待を予防するためには、



妊娠中からのアセスメント、適切な診断によ

る寄り添う支援のもとになる関係性づくり

である。そのことを学生教育の時期から指導

していくこと、子どもの幸せのためには状況

によっては親による子育てから社会的な養

護も視野に入れた妊産婦ケアが必要である。

親の育児力形成を目指した指導に偏りすぎ

ていなかったか、今一度見直す必要性がある。 

２）公益社団法人日本看護協会主催研修会 

 「妊娠期からはじめる愛着形成支援」 

平成 25年 11月 7日～8日 神戸研修セン

ターにて受講 

現代の母親のいらいらと不安な育児の背

景、多様な要因が明らかにされているが、母

親がどのように自己の気持ちを切り替えて

いけるか、そのための支援を考える必要があ

る。また、妊娠中から公的サービスにのりに

くい親、公的健診の未受診者にどのようにア

プローチしていくかについて、他機関連携、

どこが中心的役割を担ったが良いのかなど

十分な議論が求められる。ここに大きなカギ

があると考えさせられた。 
 

２ 医療機関等で働く看護職の子ども虐待

に関する研修・連携に関する調査 

１）Ａ県内自治体の子ども虐待防止担当者へ

の調査 

(1)対象者 

 Ａ県内自治体で子どもの虐待や子育て支

援に携わっている部署の保健師職をはじめ

とする職員に対して、郵送による自記式質問

調査を実施した。 

(2)調査期間  平成 26年１月中旬～下旬 

(3)調査内容 

①基本的属性：性別、年齢、職種、経験年

数、所属年数、 

②子ども虐待研修参加状況 

③子ども虐待への対応：関わった件数、対

応の有無、 

④子ども虐待対応事例への連携状況：組 

織内、病院、病産院に勤務する助産師との

連携 

 ⑤新生児等の家庭訪問を担当している看

護職に対し、子ども虐待問題に関連して行

政として求めるもの 

 ⑥各時期について医療機関等で働く看護

職が子ども虐待予防活動のための力量形

成に必要と思うことを自由記載。（妊娠期、

出産期産後 1 週間（出産入院中）、退院後

～1 か月健診まで、1 か月健診～３・４か

月健診まで、その他） 

 ⑦産科医療機関等の助産師との子ども虐

待の連携についてどのような研修が必要

と思うか 

(4)調査における倫理的配慮 

本研究の目的、意義、方法、プライバシー保

護について、また、協力は自由意志であり、

調査票の返送をもって同意と判断すること、

回答されない場合は、破棄されることを文書

にてお願いした。また、調査結果の公表につ

いては研究対象者が特定できないように配

慮し、発表する旨も文書に記した。 

 所属機関の倫理審査委員会にて審査を受

け承認を得て実施した（帝倫 13-210号）。 

(5)結果 

 調査票は、58市町村と 2政令市（本庁+各

7区の保健福祉センター）各 2名計 148人に

送付し、51人から回答を得、回収率は 34.5％

であった。 

① 対象者の背景 

対象者の性別は、女性 47人（92.2％）、男性

4人（7.8％）であり、年代は、40歳代 17人

（33.3％）、50歳代 14人（27.5％）、30歳代

13 人（25.5％）、20 歳代 5 人（9.8％）の順

で、無回答 2人であった。職種は、保健師 33

人（64.7％）、事務職 11人（21.6％）、看護師

1人（2.0％）、その他 6人（11.8％）であり、

その他の内訳は保育士 3人、家庭児童相談員

3人であった。経験年数は、20年以上 19人

（37.3％）、10～20 年未満 16 人（31.4％）、



5～10 年未満 7 人（13.7％）、5 年未満 9 人

（17.6％）であり、現在の部署の年数は、5

年未満 35 人（68.6％）、5～10 年未満 8 人

（15.7％）、10～20年未満 5人（9.8％）、20

年以上 3 人（5.9％）であり、約 7 割が 5 年

未満であった。 

②子ども虐待研修参加状況 

子ども虐待研修参加の状況は、外部の研修に

派遣されて参加 38人（74.5％）、所属機関の

研修に参加 22人(43.1%)、外部の研修に個人

的に参加 16人（31.4%）であり、研修を受け

たことがない 4人（7.8％）であった。 

③子ども虐待への対応と連携状況 

子ども虐待への取り組みについて、あり 47

人（92.1％）、なし 3 人（5.9％）、無回答 1

人（2.0％）であった。47 人の対応事例数は、

20 例以上 20 人（42.6％）、5 例未満 13 人

（27.6％）、10～19 例 9 人（19.2％）、6～9

例 5人（9.8％）の順であった。 

 子ども虐待（疑いも含む）の事例への対応

の有無について、ありは 49 人（96.1％）で

あった。組織内の連携が図られている 51 人

（100％）であり、病院との連携が図られて

いるは 40 人（78.4％）で、10 人（19.6％）

は図られていなかった。無回答が1人あった。

病産院に勤務する助産師との連携の有無は、

あり 30 人（58.8％）、なし 21 人（41.2％）

であった。新生児等の家庭訪問を担当してい

る看護職に対し、子ども虐待問題に関連して

行政として求めるものの有無は、あり 32 人

（62.7％）、なし 14 人（27.5％）であった。 

④各時期について医療機関等で働く看護職 

が子ども虐待予防活動のための力量形成に

必要と思うこと（自由記載） 

各期に共通していた内容は、「（全体にわ

たって）・正しい知識（疾病、行政手続き）・

カウンセリング能力・コミュニケーション能

力・傾聴・観察力・分析力・ネットワーク形

成力・社会資源活用力」「望まない妊娠や経

済的な理由、まわりに支援者がいるかなど、

家庭環境にも着目し、気になるケースは積極

的に情報共有を図る必要性を感じること。

様々な困難を見つけ出す力」「情報収集能

力・母子保健、児童福祉に関するサービスを

知る・連携機関の役割等の知識」「危険察知

能力の育成（妊婦の様子、妊婦の話、他の子

どもの様子）、相談機関につなげる判断力の

育成（妊婦自身に勧めるか、医療機関から連

絡するか）（妊娠の受容・経済的問題）に関

するアセスメント能力」「産後うつ等出産後

フォローの体制について、養育支援児童、要

保護児童の把握、虐待予防に関する情報提

供」「情報提供の内容・連絡方法、担当（部

署等）を明確にして、各関係機関の連携がス

ムーズにとれるような体制づくりをする。」

「周産期における児童虐待予防チームの形

成」などであり、基本的な知識と保健指導力、

虐待防止の視点のアセスメント力、関係機関

の活動内容の把握と関係機関へのハイリス

ク者の情報提供、連携体制の充実としてまと

められる。 

妊娠期は、「ハイリスク妊娠の選定の仕方

（母の生育歴、家庭環境は重要）」「望まな

い妊娠、人工妊娠、中絶をくりかえす方への

指導」「望まない妊娠、支援者のない妊婦、

定期健診に来ない妊婦の把握とフォロー」

「生後虐待へつながるケースとして、未熟児

等で生まれ出産後母子分離して、愛着の関係

で虐待へつながりやすいので、妊娠中の生活

習慣（喫煙・飲酒・体重管理等）についての

指導をして欲しい。」などである。出産期は、

「飛びこみ出産など、ハイリスク者の行政と

の連携、出産・退院後の子どもの養育環境が

心配な場合の連携「経済的問題がある場合の

助産施設等の情報提供、自宅出産等のリスク

回避」などである。産後 1週間（出産入院中）

は、「産後の母の精神面、母子愛着、養育面

を把握し、支援が必要であれば関係機関へつ

なぐ」「養育支援訪問及び乳児家庭全戸訪問

事業・乳幼児健診」などである。退院後～1



か月健診までは、「産後うつや育児不安の早

期把握と訪問等からの市町村への情報提供、

教育状況（兄弟児も含めた）」「関係機関と

の連携（支援の調整や情報交換）」などであ

る。1か月健診～３・４か月健診までは、「乳

児全戸訪問時に注意を要する母子について

の連携」「産後うつ等フォローの体制」など

である。 

２）周産期からの子ども虐待予防推進のため

の助産師対象現任教育修正プログラムの評

価（プログラム評価のための研修） 

（1）対象者：日本助産師会福岡県支部の 

助産師及び非会員助産師。 

（2）研修及び調査期間：2014 年 1月 24 日～

1月 25 日 

（3）調査内容 

研修受講前後で 19 項目についての理解度の

評価、「虐待予防のために妊娠中あるいは出

産退院まで、あるいは 1か月健診までに助産

師にできること」「事例検討を行うことにつ

いて」「虐待問題に対する関係者・関係機関

との連携について」「あなたにとっての子ど

も虐待問題への取り組みの課題」など今思っ

ていること、必要なことなどを自由記載とし

た。 

研修受講前後で理解度の評価の変化をみ

ると、研修後に「よく理解している」の割合

が高かったのは「子どもの虐待と種類の特

徴」66.7％であり、50％以上は「虐待に至る

おそれのある保護者側のリスク要因」54.2％、

「日本における虐待の実態」「虐待に至るお

それのある子ども側のリスク要因」「特定妊

婦支援について」「飛び込み出産への対応」

がそれぞれ 50.0％であった。以上、臨床に直

結することについては、助産師の認識は高い

が、特定妊婦の家庭に対する支援や出産後支

援としての児童相談所と連携した多様な選

択肢の社会資源に関した知識、認識は薄く、

研修後も大きな変化となっていない。助産師

の現任教育については行政、地域の虐待関連

組織（要保護児童対策協議会）や他機関との

連携に関する認識を高め行動化するための

プログラムの更なる強化が必要であること

が明らかになった。 

＜事例検討＞ 

周産期に出会う虐待事例（グループ討議） 

 助産業務経験の豊富さから、事例から推察
される事柄にはいくつもの視点から議論が
なされ、深まりと広がりのあるグループ討議
がなされた。院内での情報共有の重要性が改
めて指摘された。 
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